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○令和２年４月の百貨店・スーパー販売額の対前年同月比は、全店ベースで７か月連続でマイナス、
既存店ベースでは２か月連続でマイナス。

A．消費 【小売販売】 （１）百貨店・スーパー販売額の推移
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【既存店】：調査当月及び前年同月とも調査対象である店舗のみの販売額を比較したもの。
【全 店】：店舗の開･廃業にかかわらず、調査時点における全ての調査対象店舗の販売額を単純に比較したもの。
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○新車販売台数の対前年同月比は、令和２年５月に▲４８．６％と８か月連続でマイナスとなった。

A．消費 【小売販売】 （２）新車販売台数（軽を含む）の推移

出典：国土交通省国土政策局
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○消費者物価指数の対前年同月比は、▲０．４％となった。

A．消費 【物価】 消費者物価指数(CPI)の推移 － (生鮮食料品を除く総合）－

出典：近畿各府県消費者物価指数
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B．生産 【観光】 延べ宿泊者数の推移 5
出典：観光庁宿泊旅行統計
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B．生産 【観光】 観光客数の推移

※参考 平成30年12月までのデータ

6
出典：奈良県観光客動態調査
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○鉱工業生産指数は、令和２年４月に３か月ぶりに増加した。

B．生産 【生産】 鉱工業生産指数の推移 （H27年 = 100 国値はH27年=100）

出典：各府県鉱工業生産指数
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○新設住宅着工戸数は、令和２年４月に３５１戸となった。

C．投資 【民間投資】 （１）新設住宅着工戸数の推移 8

出典：国土交通省 住宅着工統計調査

新設住宅着工戸数（実数） 新設住宅着工戸数（対前年同月比）

※ 3ケ月後方移動平均＝足下の基調の変化をつかむため、当月を含む
直近の3ケ月の平均を当月の値とする統計手法
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※新設住宅着工戸数 H26年1月以降の推移

新設住宅着工戸数（対前年同月比）
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○建築着工床面積の対前年比（３ヶ月後方移動平均）は、令和２年４月に２か月連続でマイナスとなっ
た。

C．投資 【民間投資】 （２）建築着工床面積の推移 （事業用建築物） 10

出典：国土交通省 建築着工統計調査

建築着工床面積（実数） 建築着工床面積（対前年同月比）

※ 3ケ月後方移動平均＝足下の基調の変化をつかむため、当月を含む
直近の3ケ月の平均を当月の値とする統計手法

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1

H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31

年

R1

年

R2

年

11,368㎡

-100

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1

H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年H31

年

R1

年

R2

年

対
前
年
同
月
比
（
％
）

奈良県 奈良県（3ヶ月後方移動平均） 全国



※建築着工床面積 H26年1月以降の推移

建築着工床面積（対前年同月比）
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○公共工事の対前年同月比（３ヶ月後方移動平均）は、令和２年５月に８か月連続でプラスとなった。

C．投資 【公的投資】 公共工事の推移 12

出典：西日本建設業保証株式会社 公共工事動向
国土交通省 建設工事受注動態統計調査

公共工事（実数） 公共工事（対前年同月比）

※ 3ケ月後方移動平均＝足下の基調の変化をつかむため、当月を含む
直近の3ケ月の平均を当月の値とする統計手法
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ーた

D．金融 【貸出残高】 金融機関(国内銀行)貸出残高の推移

○令和２年４月の貸出残高は、対前年同月比で１．９％となった。

出典：日銀長期時系列データ
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国内銀行貸出残高実数(奈良県) 対前年同月比（％）
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※奈良県内に本・支店のある国内銀行(都銀、地銀、第二地銀、信託銀行)の貸出残高

国内銀行の貸出先には、県外企業・個人への貸出も含まれます。
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D．金融 【貸出残高】 信用金庫貸出残高の推移

○令和２年２月の貸出残高は、対前年同月比で１．９％となった。

信用金庫貸出残高実数(奈良県)

（億円）

（％）
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対前年同月比（％）

出典：(一社)全国信用金庫協会 「monthly 信用金庫」

※奈良県内に本店のある信用金庫(３信用金庫)の貸出残高

信用金庫の貸出先については、大企業や営業地区以外の企業・個人への貸出が出来ないという制限があります。
奈良県内３信用金庫の営業地区は、奈良県内が中心となっています。
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E．雇用 【求人】 （１）- 1 有効求人倍率(就業地別)の推移

○令和２年４月の有効求人倍率(就業地別)は、１．５１と前月より０．０８ポイント減少した。

15

出典：厚生労働省 一般職業紹介状況
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E．雇用 【求人】 （１）- 2 有効求人倍率(受理地別)の推移

○令和２年４月の有効求人倍率(受理地別)は、１．３２と前月より０．０８ポイント減少した。

16

出典：厚生労働省 一般職業紹介状況
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E．雇用 【求人】 （2）- 1 新規求人倍率(就業地別)の推移

○令和２年４月の新規求人倍率(就業地別)は、２．０４と前月より０．４４ポイント減少した。

17

出典：厚生労働省 一般職業紹介状況

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

2.20

2.40

2.60

2.80

3.00

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R1 R2

年

奈良県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 国

2.04

1.85

※季節調整済み

新型コロナウイルス
感染症拡大の影響



E．雇用 【求人】 （2）- 2 新規求人倍率(受理地別)の推移

○令和２年４月の新規求人倍率(受理地別)は、１．８８と前月より０．２５ポイント減少した。

18

出典：厚生労働省 一般職業紹介状況
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【月ごとの現金給与総額の内訳】 【暦年比較】

(円) (％)

注） 特別に支払われた給与＝主に賞与(ボーナス)

6E．雇用 【賃金】 現金給与総額、所定内給与、超過労働給与の推移

○現金給与総額は、令和２年３月に１人当たり２５０，３２７円となった。
出典：奈良県・近畿各府県 毎月勤労統計調査
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【例月比較】
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20※参考 【近畿各府県、国の状況】

出典：奈良県・近畿各府県 毎月勤労統計調査
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○令和２年５月の倒産件数は３件。
「新型コロナウイルス」関連倒産はなし。

F．景気 【倒産】 (１) 企業倒産件数の推移 （負債総額1千万円以上） 21

出典：東京商工リサーチ 全国企業倒産状況
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（百万円）

負債総額(近畿)

負債総額(国)

○ 令和２年５月の倒産負債総額は０．７億円。

F．景気 【倒産】 (２)  企業倒産負債総額の推移（負債総額1千万円以上）

負債総額(奈良県)

（億円）

22

出典：東京商工リサーチ 全国企業倒産状況
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○景気動向指数（ＣＩ一致指数）は、令和２年３月に９６．０と、前月から７．４ポイント下落した。

F．景気動向【景気全般】 景気動向指数(ＣＩ)の推移 （平成27年 = 100） 23

出典：奈良県統計分析課
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